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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面が一様に帯電された潜像担持体上に露光することによって帯電電位が落ちた部分を
形成し、その部分を現像剤担持体に担持された現像剤によって可視化する現像部を有し、
その可視化されたトナー像を転写材に、もしくは転写材に転写する転写部材に転写し、前
記現像部からトナーを吐き出して強制的に消費する強制消費動作を実行する画像形成装置
において、
前記潜像担持体を一様に帯電する帯電部に帯電バイアスを印加する帯電バイアス印加部と
、
前記現像剤担持体に現像バイアスを印加する現像バイアス印加部とを備え、
　前記転写部材の移動方向に対し直交する方向の転写領域幅は、現像剤担持可能領域の現
像剤担持体回転軸方向の幅よりも広く、強制消費動作を実行するときのトナーを吐き出す
前記潜像担持体の表面部分と前記転写領域幅の前記転写部材との間で、前記転写部材に画
像形成動作時よりも高い電圧値の転写バイアスを印加し、
前記帯電バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、画像形成時よりも低い前記
帯電バイアスを印加する、または、前記帯電バイアスの印加をオフにし
前記現像バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、前記潜像担持体における露
光部により露光される露光領域よりも潜像担持体回転軸方向外側の前記露光部により露光
されない前記潜像担持体の非露光領域と前記現像剤担持体との間に前記現像剤担持体上に
付着しているトナーが前記潜像担持体側へ転移する方向の電界を生じさせる現像バイアス
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を印加していることを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の画像形成装置において、
前記現像バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、画像形成動作時よりも低い
前記現像バイアスを印加することを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の画像形成装置において、
　前記現像剤担持体は、前記強制消費動作を実行する間、少なくとも一周以上回転するこ
とを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項に記載の画像形成装置において、
　前記潜像担持体は、前記強制消費動作を実行する間、前記露光部により露光されている
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか１項に記載の画像形成装置において、
　前記トナーは、オイル含有処理を施したシリカを外添剤に含むトナーであることを特徴
とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、トナーのみの一成分現像剤又はトナーと磁性キャリアとからなる二成分現像剤を
担持する現像剤担持体が、画像情報に基づき露光された潜像担持体に対し接触し、あるい
は非接触で潜像担持体上に形成された潜像を現像し、その現像された画像を転写部材に転
写する画像形成装置が知られている。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、係る画像形成装置であって、低印字率画像の印刷が続いたた
め、一成分現像剤の量を適量化する規制ブレードで繰り返し摺擦されて帯電能力の落ちた
劣化トナーを現像剤収容器内から吐き出して強制的に消費するトナー強制消費動作を実行
する画像形成装置が開示されている。その画像形成装置では、記録紙に印刷されない紙間
等の非印字領域に対応する潜像担持体たる感光体ドラム上に、トナー強制消費用画像を基
づき露光部によって露光することで帯電電位が落ちた部分を形成し、その部分をトナーに
より現像する。そして、転写部材たる転写ベルトに画像形成時の転写バイアスとは逆極性
のバイアスを印加することで、感光体ドラム上のトナー強制消費動作用のトナー像は転写
ベルトへ転写されずに感光体ドラム上に残る。その劣化トナーは、感光体ドラム上を清掃
する感光体ドラムクリーニング装置により回収させている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　通常、画像形成において、反転現像方式の画像形成装置は、帯電処理が行われた潜像担
持体における露光領域よりも潜像担持体の回転軸方向で外側の非露光領域の表面電位は、
現像領域に到達しても帯電処理されたままであり、その非露光領域の潜像担持体にはその
非露光領域に対応する現像ローラ上のトナーは転移しない。
　一方、帯電した潜像担持体表面を露光し現像することで現像ローラ上のトナーを強制的
に消費するトナー強制消費動作を実行しても、潜像担持体の回転軸方向で外側の非露光領
域に対応する現像ローラ上に担持するトナーを感光体ドラムに転移させることができず、
トナーは非露光領域に対応する現像ローラ上に残ってしまう。その結果、そのトナーが入
口シールへ突入し、その入口シールにおいてトナーが堰き止められ、現像装置外へこぼれ
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るという問題があった。
　なお、この問題は、一成分現像剤を用いた画像形成装置に限らず、二成分現像剤を用い
た画像形成装置にも起こり得る問題である。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述した課題を解決するために、本発明は、表面が一様に帯電された潜像担持体上に露
光することによって帯電電位が落ちた部分を形成し、その部分を現像剤担持体に担持され
た現像剤によって可視化する現像部を有し、その可視化されたトナー像を転写材に、もし
くは転写材に転写する転写部材に転写し、前記現像部からトナーを吐き出して強制的に消
費する強制消費動作を実行する画像形成装置において、前記潜像担持体を一様に帯電する
帯電部に帯電バイアスを印加する帯電バイアス印加部と、前記現像剤担持体に現像バイア
スを印加する現像バイアス印加部とを備え、前記転写部材の移動方向に対し直交する方向
の転写領域幅は、現像剤担持可能領域の現像剤担持体回転軸方向の幅よりも広く、強制消
費動作を実行するときのトナーを吐き出す前記潜像担持体の表面部分と前記転写領域幅の
前記転写部材との間で、前記転写部材に画像形成動作時よりも高い電圧値の転写バイアス
を印加し、前記帯電バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、画像形成時より
も低い前記帯電バイアスを印加する、または、前記帯電バイアスの印加をオフにし前記現
像バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、前記潜像担持体における露光部に
より露光される露光領域よりも潜像担持体回転軸方向外側の前記露光部により露光されな
い前記潜像担持体の非露光領域と前記現像剤担持体との間に前記現像剤担持体上に付着し
ているトナーが前記潜像担持体側へ転移する方向の電界を生じさせる現像バイアスを印加
していることを特徴とするものである。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、強制消費動作の実行するとき非露光領域に対応する現像剤担持体上端
部に担持するトナーを潜像担持体へ良好に転移させることができるという特有の効果が得
られる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本プリンタを示す概略構成図。
【図２】ブラックトナー像の作像ユニットを示す概略構成図。
【図３】現像装置における供給ニップの周囲を拡大して示す拡大構成図。
【図４】転写部材、帯電ローラ、感光体、光書込みユニット、規制部材、端部シール、現
像ローラ、供給ローラの相対的な長手方向の長さの関係を表した図。
【図５】強制消費動作のタイミングチャート。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明を、画像形成装置である電子写真方式のプリンタ（以下、単に「プリンタ
」という。）に適用した一実施形態について説明する。なお、中間転写方式のプリンタを
例として説明する。
　図１は、本プリンタを示す概略構成図である。図２はブラックトナー像の作像ユニット
を示す概略構成図である。
　図１において、このプリンタは、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック（以下、Ｙ、
Ｍ、Ｃ、Ｋと記す）のトナー像を形成するための４つの作像ユニット１Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｋを
備えている。これらは、画像形成物質として、互いに異なる色のＹ，Ｍ，Ｃ，Ｋトナーを
用いるが、それ以外は同様の構成になっており、寿命到達時に交換される。Ｋトナー像を
形成するための作像ユニット１Ｋを例にすると、その作像ユニット１Ｋは、図２に示すよ
うに、潜像担持体たるドラム状の感光体２Ｋ、ドラムクリーニング装置３Ｋ、除電装置、
帯電装置４Ｋ、現像器５Ｋ等を備えている。作像ユニット１Ｋは、プリンタ本体に脱着可
能であり、排紙トレイ５０を軸５１を中心に軸回動させて一度に消耗部品を交換できるよ
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うになっている。なお、この感光体２Ｋは直径３０［ｍｍ］の有機感光体であり、表面移
動速度、すなわちプロセス線速は１４０［ｍｍ／ｓ］である。
【０００９】
　帯電装置４Ｋによる帯電後の感光体２Ｋに対して行われる静電潜像の書き込みには、感
光体２Ｋの表面を露光する露光部としての露光部７０が用いられる。露光部７０は、光源
としての半導体レーザ、カップリングレンズ、ｆθレンズ、トロイダルレンズ、折り返し
ミラー、光偏向部としての回転多面鏡（ポリゴンミラー）などを備えている。露光部７０
は、画像データに基づいて、各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋの表面へ書込み光（レーザ
光）Ｌを照射し、感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋに静電潜像を形成するように構成されて
いる。
【００１０】
　転写部材たる中間転写ベルト１６に対する重畳転写は、中間転写ベルト１６が図１中反
時計回りに移動する過程において、感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋに形成された可視像（
トナー像）が中間転写ベルト１６の同じ位置に重ねて転写されるように行われる。
【００１１】
　より具体的には、中間転写ベルト１６を挟んで各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋに対向
して配設された複数の一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋそれぞれ
に、トナーの帯電極性とは逆極性の一次転写バイアスが印加される。この一次転写バイア
スが印加された一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋにより、各感光
体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋに形成されたトナー像が、中間転写ベルト回転方向でタイミン
グをずらして重畳転写される。
【００１２】
　複数の一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋはそれぞれ対応する感
光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋとの間で中間転写ベルト１６を挟み込んで一次転写ニップを
形成している。
【００１３】
　また、各一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋには、電源が接続さ
れている。そして、この電源により所定の直流電圧（ＤＣ電圧）と交流電圧（ＡＣ電圧）
との少なくとも一方からなる一次転写バイアスが、各一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１
９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋに印加されるようになっている。
【００１４】
　各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋは、図１右側からこの順で並んでいる。各感光体２Ｙ
、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋは、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの画像をそれぞれ形成す
る複数の作像部に設けられている。
【００１５】
　中間転写ベルト１６は、従動ローラ１７や駆動ローラ１８に掛け回されており、駆動ロ
ーラ１８が回転駆動されることにより、図１中反時計回りに回転するようになっている。
【００１６】
　二次転写ローラ２０は、中間転写ベルト１６に対向して配設され、中間転写ベルト１６
に従動して連れ回りする。また、二次転写ローラ２０は、二次転写バックアップローラと
しても機能する駆動ローラ１８との間で中間転写ベルト１６を挟み込んで二次転写ニップ
を形成している。
【００１７】
　また、一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋと同様に、二次転写ロ
ーラ２０にも電源が接続されており、所定の直流電圧（ＤＣ電圧）と交流電圧（ＡＣ電圧
）との少なくとも一方からなる二次転写バイアスが、二次転写ローラ２０に印加される。
【００１８】
　中間転写ベルトクリーニング装置２１は、中間転写ベルト１６を介して従動ローラ２２
に対向するように配設され、中間転写ベルト１６の表面をクリーニングする。
【００１９】
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　給紙部は、プリンタ本体下部に配設され、最上位の用紙Ｐの上面に当接する記録材給送
部としての給紙ローラ３０ａを有している。そして、給紙ローラ３０ａが回転駆動される
ことにより、最上位の用紙Ｐをレジストローラ対３２に向けて給送するようになっている
。
【００２０】
　また、プリンタ本体内には、用紙Ｐを給紙部から二次転写ニップを通過させて装置外へ
排出するための用紙搬送路が配設されている。この用紙搬送路の二次転写ローラ２０の位
置よりも用紙搬送方向上流側に、二次転写ニップへ用紙Ｐを繰り出すように搬送するレジ
ストローラ対３２が配設されている。
【００２１】
　レジストローラ対３２は、給紙部から搬送されてきた用紙Ｐを、上記複数の作像部から
なる画像ステーションによるトナー像の形成タイミングに合わせた所定のタイミングで、
二次転写ローラ２０と中間転写ベルト１６との間の二次転写ニップに向けて繰り出す。
【００２２】
　また、プリンタは、トナー像が転写された用紙Ｐにトナー像を定着させるための定着部
としての定着装置３４と、記録材排出部としての排紙ローラ３７と、記録材積載部として
の排紙トレイ５０とを備えている。排紙ローラ３７は、定着済みの用紙Ｐをプリンタ本体
外部に排出する。定着装置は、一対の定着ローラ３４ａ、３４ｂで構成されている。定着
後の用紙Ｐは、用紙搬送路３５、３６を介して排紙ローラ３７に向けて搬送される。排紙
トレイ５０は、プリンタ本体上部に配設され、排紙ローラ３７によりプリンタ本体外部に
排出された用紙Ｐを積載収容する。
【００２３】
　また、両面印刷の場合は、定着後の用紙Ｐを両面反転部４１を経て、搬送ローラ４３に
よって再給紙路４５や反転路４４を通ってレジストローラ対３２へ再給紙し、用紙裏面に
中間転写ベルト１６よりトナー像が転写される。トナー像転写後の用紙は定着装置３４で
定着が行われ、片面印刷時と同じように定着装置３４から排紙トレイ５０上に排紙される
。用紙搬送方向を切り替えるため、軸４２ａを中心に軸回転する切替爪４２が定着装置３
４よりも用紙搬送方向下流側に適宜配置されている。なお、用紙Ｐのジャムが生じた場合
、用紙搬送部４０を回動軸４０ａを中心に軸回動してジャム用紙Ｐを取り出せる。
【００２４】
　次に、プリンタの基本的動作について説明する。
　プリンタにおいて作像動作が開始されると、各作像ユニットにおける各感光体２Ｙ、２
Ｍ、２Ｃ、２Ｋが、駆動装置によって図１中時計回りに回転駆動される。そして、各感光
体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋの表面が、各帯電装置によって所定の極性に一様に帯電される
。
【００２５】
　帯電された各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋの表面には、露光部７０からレーザ光がそ
れぞれ照射されて、各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋの表面に静電潜像が形成される。こ
のとき、各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋに露光する画像情報は所望のフルカラー画像を
イエロー、マゼンタ、シアン及びブラックの色情報に分解した単色の画像情報である。
【００２６】
　このように各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋ上に形成された静電潜像に、各色の現像装
置によってトナーが供給されることにより、静電潜像はトナー画像として顕像化（可視像
化）される。
【００２７】
　また、作像動作が開始されると、駆動ローラ１８が回転駆動し、中間転写ベルト１６を
図１中反時計回りに回転させる。そして、各一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１
９Ｃ、１９Ｋに、トナーの帯電極性とは逆極性の定電圧または定電流制御された電圧が印
加される。これにより、各一次転写バイアスローラ１９Ｙ、１９Ｍ、１９Ｃ、１９Ｋと各
感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋとの間の一次転写ニップにおいて、所定の転写電界が形成
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される。
【００２８】
　その後、一次転写ニップにおいて形成された転写電界により、各感光体２Ｙ、２Ｍ、２
Ｃ、２Ｋ上のトナー画像が中間転写ベルト１６上に順次重ね合わせて転写され、中間転写
ベルト１６の表面にフルカラーのトナー画像が担持される。
【００２９】
　また、中間転写ベルト１６に転写しきれなかった各感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋ上の
トナーは、各色のクリーニング装置によって除去される。その後、除電装置によって各感
光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋの表面が除電され、表面電位が初期化される。
【００３０】
　プリンタの下部では、給紙ローラ３０ａが回転駆動を開始し、給紙部３０から用紙Ｐが
搬送路に送り出される。搬送路に送り出された用紙Ｐは、回転駆動を停止したレジストロ
ーラ対３２のニップの位置で一旦停止する。そして、中間転写ベルト１６上のカラー画像
にタイミングを合わせて、レジストローラ対３２が回転駆動して用紙Ｐが二次転写バック
アップローラとしても機能する駆動ローラ１８と二次転写ローラ２０との間の二次転写ニ
ップに送られる。このとき、二次転写ローラ２０には、中間転写ベルト１６上のトナー画
像のトナー帯電極性とは逆極性の転写電圧が印加されており、二次転写ニップに所定の転
写電界が形成されている。
【００３１】
　その後、中間転写ベルト１６の回転に伴って、中間転写ベルト１６上のトナー画像が二
次転写ニップに達したときに、二次転写ニップにおいて形成された転写電界により、中間
転写ベルト１６上のトナー画像が用紙Ｐ上に一括して転写される。
【００３２】
　その後、用紙Ｐは定着装置３４へと搬送され、定着装置３４によって用紙Ｐ上のトナー
画像が用紙Ｐに定着される。そして、用紙Ｐは、排紙ローラ３７によって装置外へ排出さ
れ、排紙トレイ５０上にストックされる。こうして、画像形成装置における、一連の画像
形成プロセスが完了する。
【００３３】
　また、用紙Ｐに転写しきれなかった中間転写ベルト１６上の残留トナーは、中間転写ベ
ルトクリーニング装置２１によって除去され、除去されたトナーは廃トナー収容器へと搬
送されて回収される。
【００３４】
　なお、通常の画像形成動作時で感光体や中間転写ベルト上の残留トナーを十分に除去で
きない場合があり、その場合は以下のようなトナー強制消費動作を実行する。すなわち、
用紙Ｐに印刷されない紙間等の非印字領域に対応する感光体上に、トナー強制消費用画像
を基づき露光部によって露光することで潜像を形成し、その潜像をトナーにより現像する
。そして、中間転写ベルトに画像形成時の転写バイアスとは同極性のバイアスを印加する
ことで、感光体上のトナー強制消費動作用のトナー像は中間転写ベルトへ転写される。そ
して、その劣化トナーは、中間転写ベルトクリーニング装置により回収させる。あるいは
、トナー強制消費用の潜像を感光体上に形成し、その潜像を現像した後、中間転写ベルト
に画像形成時の転写バイアスとは逆極性のバイアスを印加することで、感光体上のトナー
強制消費動作用のトナー像は中間転写ベルトへ転写されず感光体上に残る。その劣化トナ
ーは、感光体上を清掃する感光体クリーニング装置により回収させる。また、直接転写方
式の画像形成装置では、感光体上のトナー強制消費動作用のトナー像は、転写材の通紙を
行わず、かつ転写ローラに画像形成時の転写バイアスとは同極性のバイアスを印加するこ
とで、転写ローラ上に転写される。そして、その劣化トナーは、転写ローラ上を清掃する
転写ローラトクリーニング装置により回収させる。
【００３５】
　ここで、感光体２Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｋの一様帯電電位が－５５０［Ｖ］であるのに対し、静
電潜像の電位は－３０～－５０［Ｖ］まで減衰する。なお、露光部７０は、ＬＥＤアレイ



(7) JP 6726400 B2 2020.7.22

10

20

30

40

50

の複数のＬＥＤから発したＬＥＤ光によって光書込を行うものである。光源から発したレ
ーザ光（Ｌ）を、ポリゴンモータによって回転駆動したポリゴンミラーで主走査方向に偏
光せしめながら、複数の光学レンズやミラーを介して感光体に照射するものを採用しても
よい。
【００３６】
　また、図２において、現像器５Ｋは、Ｋトナーを収容する縦長のホッパ部６Ｋと、現像
部７Ｋとを有している。そして、現像器５Ｋの現像部７Ｋ内には、感光体２Ｋ及び、発泡
ウレタンからなるトナー供給ローラ１０Ｋに当接しながら回転する現像ローラ１１Ｋやそ
の表面に先端を当接させて現像剤量を規制する規制ブレード１２Ｋを備えている。現像ロ
ーラ１１Ｋは、直径１６［ｍｍ］であり、厚さ４［ｍｍ］の導電性ウレタンゴム層（ゴム
硬度５０°（ＪＩＳ－Ａ））を有している。規制ブレード１２Ｋは、ステンレス製であり
、厚さ０．１［ｍｍ］、先端曲げ角度１４［°］の先端部を有している。
【００３７】
　そして、現像ローラ１１Ｋは、駆動部によって図２中反時計回り方向に回転し、現像バ
イアス電源によってＫトナーの帯電極性と同極性であって、かつ、絶対値が感光体２Ｋの
地肌部電位の絶対値と静電潜像の絶対値との間の値である現像バイアスが印加される。こ
れにより、感光体２Ｋと現像ローラ１１Ｋとが対向している現像領域においては、現像ロ
ーラ１１Ｋの表面上に担持されているＫトナーが感光体２Ｋの静電潜像に選択的に転移し
て、静電潜像を現像してＫトナー像を生成する。このようにして現像されたＫトナー像は
、中間転写ベルト１６上に中間転写される。なお、現像ローラ１１Ｋの線速は２００［ｍ
ｍ／ｓ］で、現像バイアスは－１５０［Ｖ］である。
【００３８】
　また、図２に示すように、現像部７Ｋの上方に配設されたホッパ部６Ｋ内には、駆動部
によって回転駆動されるアジテータ８Ｋ、これの鉛直方向下方で駆動部によって回転駆動
される撹拌パドル９Ｋ、これの鉛直方向下方で駆動部によって回転駆動されるトナー供給
ローラ１０Ｋなどが配設されている。ホッパ部６Ｋ内のＫトナーは、アジテータ８Ｋや撹
拌パドル９Ｋの回転駆動によって撹拌されながら、自重によってトナー供給ローラ１０Ｋ
に向けて移動する。トナー供給ローラ１０Ｋは、直径１３［ｍｍ］で、金属製の芯金と、
これの表面に被覆された導電性発泡ウレタン（セル径１００～５００［μｍ］）からなる
ローラ部とを有しており、ホッパ部６Ｋ内のＫトナーをローラ部で捕捉しながら回転する
。
【００３９】
　図３は、現像装置における供給ニップの周囲を拡大して示す拡大構成図である。
　図３に示すように、現像ローラ１１Ｋの図３中右側方に配設されたトナー供給ローラ１
０Ｋは、駆動部によって図３中反時計回り方向に回転する。現像ローラ１１Ｋとトナー供
給ローラ１０Ｋとの当接による供給ニップ（ニップ幅４～５［ｍｍ］）では、現像ローラ
１１Ｋの表面が鉛直方向下方から上方に向けて移動するのに対し、トナー供給ローラ１０
Ｋの表面がそれとは正反対に鉛直方向上方から下方に向けて移動する。
【００４０】
　このように、トナー供給ローラ１０Ｋは、現像ローラ１１Ｋに対してカウンタ方向に回
転しながら当接して供給ニップを形成している。以下、供給ニップにおいて、現像ローラ
１１Ｋの表面が供給ニップに進入する位置をニップ入口という。また、現像ローラ１１Ｋ
の表面が供給ニップから抜け出る位置をニップ出口という。なお、トナー供給ローラ１０
Ｋの線速は２００［ｍｍ／ｓ］である。
【００４１】
　次に、本発明の特徴部分について説明する。
　昨今のプリンタは小型化の流れに伴い、各機能部材もますます小型化が求められている
。複数のＬＥＤから構成される光書込み装置のサイズにおいても、構成によっては、現像
剤を担持可能な現像剤担持可能領域の現像ローラ回転軸方向の幅よりも、感光体上に露光
する露光領域の感光体回転軸方向の幅が小さくなっていることがある。その露光領域幅が
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現像剤担持可能領域幅（トナー薄層幅）より狭い場合、感光体上には露光領域幅よりも外
側には露光されない非露光領域があり、その非露光領域の感光体の表面部分は一度も露光
されないため、感光体の表面電位を０Ｖに近づけることがされず、その非露光領域に対応
する現像ローラ上にはトナーが残ってしまう。そのため、その残ったトナーは、トナーの
摩擦帯電のために設けられた周辺のブレードやトナー供給ローラ等で、現像ローラの回転
に伴い繰り返し摺擦されることで外添剤が埋没し、帯電能力が低下し、かつ非静電的な付
着力が増大して劣化してしまう。
【００４２】
　そして、非露光領域の感光体の表面部分に対応し、かつ現像ローラの現像剤担持可能領
域よりも現像ローラ回転軸方向で外側の両端部にあるトナーが、十分に現像ローラへの静
電付着力を保てないまま入口封止シール部へ突入すると、入口封止シール部においてトナ
ーが堰き止められ、現像装置外へこぼれてしまうという問題が発生する。なお、帯電ロー
ラはコストや小型化の観点から一般的に正もしくは負のどちらか一方にしかかけられない
場合が多いため、帯電ローラを用いて感光体表面電位を操作することは難しい。また、帯
電バイアスを切っても感光体上の表面電位は露光部の電位程度まで落ちることはなく、吐
き出し効果としては不十分である。
【００４３】
　図４は、中間転写ベルト１６、帯電ローラ４Ｋ、感光体２Ｋ、光書き込みユニット１３
Ｋ、規制部材１２Ｋ、端部シール１４Ｋ、現像ローラ１１Ｋ、供給ローラ１０Ｋの相対的
な長手方向の長さの関係を表した図である。一例にあげた光書き込みユニット１３Ｋには
長手方向の幅Ｄ１にわたって複数のＬＥＤからなるＬＥＤアレイが設置されており、Ｄ１
＝３００［ｍｍ］である。現像ローラ１１Ｋ上の現像剤担持可能領域の幅Ｄ２は、端部シ
ール１４Ｋによって現像ローラ１１Ｋの現像ローラ回転軸方向の両端部がシールされてい
るため、両端部の端部シール距離によって決まり、例えば３１０［ｍｍ］である。
【００４４】
　このとき、幅Ｄ１が、幅Ｄ２より小さい場合、感光体２Ｋと現像ローラ１１Ｋ上の現像
剤担持可能領域の幅Ｄ２との接触領域の中に、幅Ｄ１と幅Ｄ２との差によって形成される
非露光領域ｄが生じる。この非露光領域ｄは、現像ローラ１１Ｋ上の現像剤と接触してい
るにもかかわらず、一度も露光されることが無いため、感光体２Ｋの表面電位をトナーが
感光体２Ｋに転移する程度まで落とすことができず、トナーが現像ローラ１１Ｋ上に静電
的に付着し、その付着したトナーは強制的に消費されること無く劣化してしまう。
【００４５】
　そこで、本実施形態における画像形成装置によれば、印字シーケンス終了後に中間転写
ベルト１６の主走査方向（長手方向）の転写領域幅を現像ローラ１１Ｋの現像剤担持可能
領域の幅Ｄ２よりも広い幅に設定し、中間転写ベルト１６に＋１５００［Ｖ］以上の高電
圧を印加する。それにより、非画像形成時に、中間転写ベルト１６と感光体２Ｋとの間で
放電させて現像ローラ１１Ｋ上の現像ローラ回転軸方向の両端部に対応する感光体２Ｋ上
の非露光領域の表面電位を０［Ｖ］に近づけ、あるいは正規帯電とは逆の＋側にシフトさ
せる。そのとき、現像ローラ１１Ｋを感光体２Ｋに接触させた状態で駆動すると、非露光
領域の潜像担持体の表面部分と現像ローラとの間に現像ローラ１１Ｋ上の現像ローラ回転
軸方向の両端部に付着しているトナーが感光体２Ｋ側へ転移する方向の電界を生じさせる
ことができる。よって、その両端部のトナーを強制的に消費でき、経時によるトナーの劣
化を抑えることができる。
【００４６】
　転写部材に印加する転写バイアスは、反転現像の場合、帯電バイアスと逆極性であるた
め、新たに逆極性に印加する電源や仕組みを搭載する必要も無い。このとき、少なくとも
現像ローラを一周分以上回転させることで、現像ローラ上の一周分のトナーを効率的に回
収することができる。また、回復動作制御中、現像ローラへの印加電圧を下げておくと、
正規極性とは逆の＋側にシフトしている感光体表面電位との電位差による現像ニップでの
放電が抑えられ、現像ローラへダメージを与えずに、より安定的に現像ローラ上の現像ロ
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ーラ回転軸方向の両端部におけるトナーを回収することができる。また、このとき、少な
くとも転写部材への高電圧印加時に転写部材に接触していた感光体表面が帯電ローラに突
入する瞬間から、帯電バイアス印加部によって帯電ローラに印加する帯電ローラ電圧を画
像形成時よりも低く、あるいは電圧印加をオフにすることで、感光体表面が再帯電される
ことがないので、感光体の電位を＋側へシフトさせやすくなる。
【００４７】
　図５は、強制消費動作のタイミングチャートである。
　図５において、非画像形成時、転写バイアス電圧を印加するタイミング（時刻ｔ１）で
現像ローラの現像バイアス電圧を－２００[Ｖ]から－５０[Ｖ]にして、帯電ローラの帯電
バイアス電圧を－１０００[Ｖ]から０[Ｖ]とする。その帯電ローラ電圧のオフを行うタイ
ミング（時刻ｔ２）は、感光体と転写ニップの間で放電した感光体表面が帯電ローラとの
接触部に到達したタイミングでいいので、転写バイアス電圧の印加タイミング（時刻ｔ１
）よりもΔｔ（例えばΔｔ＝０．１［ｓ］）遅らせている。また、この強制消費動作中（
時刻ｔ１から時刻ｔ３までの期間中）に感光体上を露光しておくと、露光部（画像部）の
表面電位が下がり、転写部材との放電が起き難くなるため、特に現像ローラ上の現像ロー
ラ回転軸方向の両端部におけるトナーの強制消費を行いたい場合に、その画像部において
余分に消費し過ぎるのを抑えられる。この強制消費動作は印刷の立ち下げ動作時に入れる
ことで、充分な消費量が確保できる。なお、現像ローラ電圧は、帯電ローラ電圧が－１０
００［Ｖ］に戻った時（時刻ｔ４）からΔｔ'経過した後に－２００［Ｖ］に戻すことで
無駄なトナーの消費を回避している。
【００４８】
　また、下記の表１は、従来例、実施例１及び実施例２で耐久評価を行った結果である。
従来例は、転写バイアス電圧が＋８００[Ｖ]であって、強制消費動作を行わない例である
。実施例１は、転写バイアス電圧が＋２０００[Ｖ]であって、帯電バイアス制御無しで強
制消費動作を行う例である。実施例２は、帯電バイアス制御ありで強制消費動作を行う例
である。耐久条件は気温２７[℃]湿度８０[％]、画像面積率２[％]の印字を１page/jobで
行った。評価として、「○」は入口シールからのトナーこぼれ無しであった場合、「△」
は入口シールに少しトナーが付着していた場合、「×」はトナーが入口シールのトナー受
けポケットから溢れ、機内を汚染している場合である。下記の表１から、実施例２で入口
シールのこぼれ状態が改善されていることがわかる。
【００４９】
【表１】

【００５０】
　なお、トナーにオイル含有処理を施したシリカを外添剤の一部として用いることで、ト
ナーの帯電保持能力を維持し、高いクリーニング性を発揮することができる。よって、非
露光領域においても現像ローラ上の現像ローラ回転軸方向の両端部におけるトナーの劣化
を抑えることができる。
【００５１】
　以上に説明したものは一例であり、次の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様Ａ）
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　表面が一様に帯電された感光体２等の潜像担持体上に露光することによって帯電電位が
落ちた部分を形成し、その部分を現像ローラ１１等の現像剤担持体に担持された現像剤に
よって可視化する現像部を有し、その可視化されたトナー像を用紙Ｐ等の転写材に、もし
くは転写材に転写する中間転写ベルト１６等の転写部材に転写し、前記現像部からトナー
を吐き出して強制的に消費する強制消費動作を実行する画像形成装置において、前記転写
部材の移動方向に対し直交する方向の転写領域幅は、現像剤担持可能領域の現像剤担持体
回転軸方向の幅よりも広く、強制消費動作を実行するときのトナーを吐き出す前記潜像担
持体の表面部分と前記転写領域幅の前記転写部材との間で、前記転写部材に画像形成動作
時よりも高い電圧値の転写バイアスを印加することを特徴とするものである。
　最近、画像形成装置の小型化の要求に伴い、構成部材の小型化が求められている。その
一つとして、複数のＬＥＤからなるＬＥＤアレイなどで構成された露光部の構成によって
は、潜像担持体上に露光する露光領域に対応して設けられるＬＥＤの数が減ることで、露
光領域の潜像担持体回転軸方向の幅が現像剤担持可能領域の現像剤担持体回転軸方向の幅
よりも短いことがある。その場合、露光領域の潜像担持体回転軸方向の幅よりも外側には
、露光されない非露光領域がある。その非露光領域では、露光されないため帯電後の潜像
担持体の表面電位は帯電処理されたままである。その非露光領域に対応する現像剤担持体
上のトナーは、現像剤担持体の回転に伴い繰り返しブレードを通過するので現像剤担持体
表面側に押し付けられる非静電的な力を継続的に受け現像剤担持体表面に強固に付着し、
その非露光領域の潜像担持体に転移しない。
　本態様では、転写部材の移動方向に対し直交する方向の転写領域幅が、現像剤担持可能
領域の現像剤担持体回転軸方向の幅よりも広い。露光領域の潜像担持体回転軸方向の幅が
現像剤担持可能領域の現像剤担持体回転軸方向の幅よりも短いと、転写部材の転写領域幅
は露光領域の潜像担持体回転軸方向の幅よりも広い。そのため、非露光領域の潜像担持体
の表面部分と転写領域幅の転写部材との間に転写バイアスが印加される。そして、転写バ
イアスを転写部材に印加することで、その非露光領域の潜像担持体の表面部分が現像剤担
持体の表面部分に対向すると、現像剤担持体のトナーが潜像担持体へ転移する方向に作用
する電界を作れる。しかも、本態様では、非露光領域の潜像担持体の表面部分の電位を例
えば０Ｖに近づけあるいは正規極性とは逆に極性を反転させるような高い電圧値の転写バ
イアスを転写部材に印加している。それにより、現像剤担持体のトナーが非露光領域の潜
像担持体へ転移し易くなる方向に通常の画像形成動作時に比べて電界を広げ、その非露光
領域の潜像担持体の表面部分を現像剤担持体に対向させ非露光領域の潜像担持体の表面部
分に対応する現像剤担持体上のトナーを潜像担持体へ転移させられる。よって、画像形成
装置の小型化を図ったことで非露光領域に対向する現像剤担持体上に付着するトナーを現
像剤担持体から潜像担持体上に良好に転移させることができる。
【００５２】
（態様Ｂ）
　（態様Ａ）において、前記帯電部に帯電バイアスを印加する帯電バイアス印加部を設け
、該帯電バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、画像形成時よりも低い前記
帯電バイアスを印加することを特徴とするものである。
　本態様によれば、帯電後の潜像担持体の表面電位の極性を反転させやすくなる。
【００５３】
（態様Ｃ）
　（態様Ａ）又は（態様Ｂ）において、前記現像剤担持体に現像バイアスを印加する現像
バイアス印加部を設け、該現像バイアス印加部は、前記強制消費動作を実行する間、画像
形成時よりも低い前記現像バイアスを印加することを特徴とするものである。
　本態様によれば、強制消費動作を実行する間、現像剤担持体への印加電圧を下げておく
と、画像形成時とは極性が反転している潜像担持体の表面電位との電位差による現像ニッ
プでの放電が抑えられる。それにより、現像剤担持体へダメージを与えずに、より安定的
に現像剤担持体上の現像剤担持体回転軸方向の両端部におけるトナーを回収することがで
きる。
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【００５４】
（態様Ｄ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｃ）のいずれかにおいて、前記現像剤担持体は、前記強制消費動
作を実行する間、少なくとも一周以上回転することを特徴とするものである。
　本態様によれば、現像ローラ上の一周分のトナーを効率的に回収することができる。
【００５５】
（態様Ｅ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｄ）のいずれかにおいて、前記潜像担持体は、前記強制消費動作
を実行する間、前記露光部により露光されていることを特徴とするものである。
　本態様によれば、強制消費動作を実行する間潜像担持体上を露光しておくと、露光され
た潜像担持体の部分（画像部）の表面電位が下がり、転写部材との放電が起き難くなる。
そのため、現像剤担持体上の現像剤担持体回転軸方向の両端部におけるトナーの回収を行
いたい場合に、その画像部において余分に回収し過ぎるのを抑えられる。
【００５６】
（態様Ｆ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｅ）のいずれかにおいて、前記トナーは、オイル含有処理を施し
たシリカを外添剤に含むトナーであることを特徴とするものである。
　本態様によれば、トナーの帯電保持能力を維持することで帯電量の経時安定性を実現し
、高いクリーニング性を発揮することができる。
【符号の説明】
【００５７】
１　作像ユニット
２　感光体
３　ドラムクリーニング装置
４　帯電ローラ
５　現像器
１０　トナー供給ローラ
１１　現像ローラ
１２　規制部材
１３　光書込みユニット
１６　中間転写ベルト
【先行技術文献】
【特許文献】
【００５８】
【特許文献１】特許第４２８０３７０号公報
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